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1917年ロシヤにふ込ける
臨時政府の労働政策

荒 又 重雄

ツアーリ専制を崩壊させた2月革命の中から，帝政時代の国会を足がかり

として， 1917年3月2日， リヴオフ公を首相とするロシヤ最初のブルジョア

政権が生まれた。この政権は，工商代表者大会評議会の支援と，ペトログラ

ード労兵評議会(ソヴェート)との直接的接触のもとに成立しており，制憲

議会までの聞をつなぐ一時的なものとしづ意味で，臨時政府と呼ばれた。し

かし，その後の現実の歴史の進行の中で 3度にわたる改組をくりかえした

のち，制憲議会の成立をみることなく， 10月の労農政権成立までの聞をつな

ぐ短かくあわただしい時期を彩どるものとして終った01}本稿は，この聞に

実施され，あるいは実施されようとした労働政策の特徴を概括的に明らかに

することを目的としている。

ゼネストからはじまり，専制国家の武装力をまひさせるところまで進んだ

2月革命の中で，ロシヤの労働者階級には，かつてない行動の自由が保障さ

れた。労働者たちは大挙して工場の外にあふれ出し，囚人を解放し，官僚機

構や警察を解体し，自らを労働者代表ソヴェトに組織し，だれはばかるとこ

ろなく行動した。この期聞は「草命的日々 peBOJllOUHOHHble瓦HHJ と呼ば

れ，労働者階級の自由な自主的な行動は， 届出制あるいは事後承諾制兄BO可

HbI白日OpH，ZLK，十月BO叩副首 rryTbと，反対勢力からは独断的 caMO可HHHbI説な

やり方と呼ばれた。労働者の団結は， 1903年工場総代法や1906年労働組合法

の規制をやぶって進展した。労働者代表ソヴェトと並んで，各工場ごとに労

働者を一括して組織する工場委員会 φa6p別 HO-3aBO瓦CK同 KOMHTeT が発

展した。これは総代評議会 COBeTCTapOCT，工場全権評議会COBeT3aBO且CKー
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HX ynOJIHOMO可eHHbIX，労働者委員会 pa60可HeKOMHTeTbIなど， ロシヤ労

働者階級のさまざまな歴史的体験に根ざすとみられるさまざまな名称をもっ

て~)そしておそらくさまざまな方式をもって組織されて行ったが，その先

端には，たとえばぺトログラードのプチロフ工場のごとく工場全労働者の集

会 MHTHHrで選出された工場委員会があった。政治的自由を長期間きびし

く制約されて消極的となっている労働者を励まして，ポリシェヴィキーの委

員会は，事後届出制による工場委員会の設立を宣伝していた。 3)

労働者階級の当時の基本的要求は 18時間労働日制の実施」を中心にし

て，以下のごときものであった。すなわち 1時間外労働の廃止J， 1婦

人・年少者の深夜業廃止J， 1賃銀引上げJ， 1罰金廃止J， 1工場管理部

の中から労働者にとって望ましくない HeAeJIaTeJIbHbI負分子を追放せよJ， 

「ストライキのかどで、解雇された労働者の再雇傭J 1ブラック・リストの廃

止J， 1労働者の採用・解雇への統制権を労働者の委員会に与えよJ， 1革

命的日々への賃銀支払いJ，等々 04}労働者たちは，可能なものであれば直

ちに，事後届出制の方式で要求を実現しはじめた。概括的にいえば，ボリシ

ェヴィキーはその動きを積極的に推進し，メンシェヴィキーおよびエスエル

は資本家との交渉 neperOBOpと協定 corJIaWeHHeの方式を主張した。

ところで，臨時政府は，その成立の翌3月3日，当面の方針として次のよ

うな8項目を発表した。すなわち，第一，すべての政治犯の即時釈放，第

二，言論，出版，結社，集会，ストライキの自由，第三，身分，宗教，国籍

による差別の廃止，第四，普通・平等・秘密・直接選挙にもとづく統治制度

および制憲議会の召集準備，第五，民警の設置，第六，普通・平等・秘密・

直接選挙による地方自治機関，第七，革命に参加した軍隊の武装解除および

撤退はしない，第八，軍関係者への市民権の平等，であるo 5) 3月5日，ベ

トログラード労兵評議会はゼネストの中止をよびかけ，同じくモスクワ労兵

評議会は，翌3月6日ストライキ中止をよびかけた。こうした有利な事情の

もとに 3月日日，臨時政府は，商工大臣コノヴァロフ A.11. KOHOBaJIOB 

の提案を容れ，商工省に労働部 OT，ll;eJITpy，l(aを設置する必要をみとめた。



1917年ロシヤにおける臨時政府の労働政策荒叉 221 (703) 

これと同時期，工商代表者大会評議会のクートレル KyTJIepは，コノヴァ

ロフと，労働立法のための作業の場としては，大会評議会よりも r労働者

代表」を含む中央軍事工業委員会の方が適当であろう， との話しあいを行な

っており，また，商工省労働部の設立をきめるにあたっての討論の中には，

社会主義者を起用して労働省を設立しでもよいのではなし、かとの意見もあっ

た。しかし，労働政策を中心的に担当する機関は商工省におかれることにな

ったわけである。つづいて3月6日の臨時政府閣議の承認のもとに 3月7

日，労働問題に関するコノヴァロフの方針が政府声明 3aHBJIeHHeとして公

表された。その内容は大凡次のごとくであった。すなわち，労働問題の解決

はさしせまった課題である，労働組合の発達には協力する r労働と資本と

の関係を規制するに不可欠な」調整機関を設立する，職業紹介所を設立す

る，権利と自由にもとづく労働立法の実施監督機構を発展させる，労働立法

を改正し，ストライキの刑事罰を最終的に廃止し，社会保険の発展を実現す

る，労働日については「相応する法案の作成に即刻とりかかる」とL、うもの

であった。りここではさしあたり 2つの点が注目されなくてはならない。第

ーは，賃労働者階級の団結に対する政策が平常の労働組合中心に考えられて

いることであり，第二は 2月革命の中心スローガンの一つであった8時間

労働日制について，明確な言及を避けていることである。第二の点について

言えば 3月3日，モスクワの有力な資本家トレチャコフ TpeTHKOBは，

コノヴァロフとの評議の中で rモスクワの観点からすると 8時間労働日

はまったく極端で、うけ入れがたい」之のべており，また 3月4日，商工代

表者大会評議会が，この 8時間労働日問題を審議し r全ロシヤ工業家評

議」を召集するまで決定を延期した，といった事情と附合するものであっ

た。 7)臨時政府は 3月7日声明を具体化するために 3月9日，商工省労

働部の任務と組織についての規程口OCTaHOBJIeHHeを制定した。 この部の

任務は，政府の労働政策の根本原則と，当面なによりも必m要な政策とを，全

面的に研究すること， とされた。"

臨時政府の労働政策のすべり出しは一見快調にもみえるが，事態はブノレシ
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ョア政府にとって本質的に困難なものであった。まず，官営工場では管理部

が専制の官僚であったので，多くのものが逃亡するか逮捕されるかして，工

場の運営が労働者の委員会の支配下に入りかけていた。ベトログラードのセ

ストロレツキー CeCTpopeUKH負兵器工場では，工場委員会の指導下に操業

が開始され，同じくト/レボチヌイ TpyOQHHII工場では， 当該工場選出のベ

トログラード労兵評議会代議員5名と労働者の信頼する管理部メンバ-4名

から成る管理委員会 Pacrrop兄江HTeJIbHbI負KOMHTeT によって， 同じくイジ

ョールスキ-l1)j{opcKHII 工場ではベリヤーエフ将軍 reHepaJI6eJIHeBが

労働者の指導集団 KOJIJIeKTHBの認可のもとに命令を発するという形で，そ

れぞれ操業を開始した。中央兵器管理局に所属する諸工場の労働者たちは，

工場委員会の任務についての定式化を試みはじめてさえいた。"また，私営

工場にあっても1"労働者にとって望ましくない分子を工場管理部から追

放」するとLづ要求を，労働者が事後承諾制の方式をもって実現するなら

ば，結果は官営工場におこった事態と接近したものとなる。もともとこの要

求は，賃労働の分野における農奴制のなごりを払拭するために，ロシヤの労

働者が一貫して掲げていた1"労働者に対して丁寧な態度をとれJ， 1"粗暴

な職長の追放」といった要求の発展であり，それ自体としてはブノレジョア民

主主義的な要求であったが， しかし，賃労働の現実過程に対する資本の支配

を一時的にしろ危機におとし入れるものでもあった。プチロフ工場では3月

はじめの 3日間で40人以上が追放され，同じく 3月はじめ， トレウゴリニク

工場では50人，ウラルの諸工場では3月第 l週に 145人が追放されたといわ

れる。臨時政府のデータによると， 3-4月に労働者が何らかの要求を掲げ

て立ち上がった場合を総計すると，その83%は管理部メンバー追放の要求を

諸要求のーっとして掲げていた。 10)

また 8時間労働日制についていえば，労働者の一部はボリシェヴィキの

ベトログラード委員会に支持されて，これを事後承諾制で実施にうつしはじ

めていた。ボリシェヴィキ委員会が3月15-9日の連日の会議において把握

したところによれば，ベトログラード側区の多くの工場で8時間労働日が事
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実上行なわれていた。工場主協会臨時委員会が協会総会に報告したところに

よっても 3月はじめほとんどの工場で8時間労働日が要求され，一部分で

事後承諾制のもとに実施されていた問。

メンシェヴィキーは8時間労働日を時期早尚と考えていたが，ベトログラ

ードのボリシェヴィキーは3月7日，労兵評議会に対じて，法令且eKpeTを

もってこれを実施せよ， と要求した。 3月10日，ベトログラード工場主協会

とベトログラード労兵評議会の接触がなされた。すなわち，工場主協会臨時

委員会の会議の席に，ベトログラード労兵評議会の執行委員であり，同評議

会の労働部 OT瓦eJITpy.l(aの長であるグヴォーズヂェフK.A. rB03且eB と

パンコフ naHKOBが参加した。工場主協会側の資料によれば，その会談に

おいて労兵評議会代表は，労働者の状態は大変なことになっており，このま

まではおさまりがつかない，とりわけ8時間労働日制と賃上げと工場内生活

(労賃関係)の秩序確立とをいそがなくてはならない，なかんずく 8時間労

働日問題の解決がおくれると労兵評議会の手にも負えなくなる，また8時間

労働日の実施は，ぜひ労兵評議会にあらかじめ通報してからにしてもらいた

いむね述べたという。同3月10日，直ちにペトログラード工場主協会とベト

ログラード労兵評議会との聞に協定 corJIaWeHHeが成立(3月10日付協定)

3月11日より実施のはこびとなった12)。その内容は 8時間労働日制の確

立，工場委員会の承認，労資調停室即日MHpHTeJIbHa兄 KaMepa の設立であ

った。労資調停室には，各工場ごとの調停室と中央 UeHTpaJIbHaH調停室

とがあり，後者は工場主協会から16名，労兵評議会執行委附属労働部から16

名，計32名で構成されることになった。工場委員会は，工場総代評議会と同

一物であると認定され，そのような1903年法の枠内にはめこみうるものとし

て承諾された。すなわち，工場委員会の活動は労働者の内部問題を解決し，

政府に対して労働者を代表し，企業家と労働者の相互関係の問題について交

渉することに限られるものとみなされた。工場主協会はメンバー企業への回

状において1"総代たちは労働者生活に関する問題の審議のためにのみ召集

さるべき」であり1"総代との関係を円満にする」ことができるよう 「信
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頼」できるものを選出させよ，としている。また 3月10日付協定によれ

ば，管理部の中の望ましくない人物の解雇は，あらかじめ労資調停室で事件

の審理がなされることなしには行なえぬこととされた。 8時間労働日は，工

場主協会にとってもっとも大きい譲歩であったが，工場委員会の同意のもと

に時間外労働が許されることになっていた町。 エ場主協会側の期待は，メ

ンシェヴィキーの存在によって一定の現実性を有していた。というのは，メ

ンシェグイキーは，たとえばベトログラード労兵評議会労働部において，任

務を経済斗争に限る内容をもっ「工場労働者委員会規約YCTOB3aBO江CKoro

(φa6pH'lHOro) pa60可eroKOMHTeTaJ を作ったり，労兵評議会の全ロシヤ

評議において1"防衛」のための物品，あるいは第一義的必需品を生産して

いる企業では，時間外労働は義務的である，と決議にかきこんだりしていた

からである叫。ベトログラード工場主協会は，この方式を大いに利用しよう

との方針をとった。 3月11日， 協会臨時委員会は1"労兵ソヴェトとの協

定が作成される以前には，し、かなる賃率変更も行なわざること」と決定して

いる問。 なお，工場主協会は，当時までに， ブラック・リストを廃するこ

とを約し1"革命的日々 (2月24日-3月7日)Jの賃銀補償をもみとめて

いる16)。

政府はこの3月10日付協定を知り，最初の規程 rrOCTaHOBJIeHHe草案にお

いてこの協定を詔可しようと考えていた。とりあえず陸海軍局に命じて協定

内容を官営工場にも拡張せしめることとし，全ロシヤに拡張する可能性を商

工省に検討させることにした。ところが3月11!ヨウラル鉱山主大会評議会は

ウラル地方に8時間労働日制を採用することについて検討し1"この方法を

即時完全に採用することは困難」との結論をえてコノヴァロフに通知した。

南ロシヤの独占は，3月12日，ドンパスに8時間労働日を採用することはいちぢ

るしく困難であると通知したばかりか，数日後，金属工場の労働者に政府の名

のもとに労働日短縮は時宜に適さぬと告示してほしいとヨノヴァロフに依頼

するほどであった。 3月14日モスクワ商工委員会は会議をひらき 8時間労

働日には原則的に反対であり，その先にまずロシヤの工業における生産性を
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上げることが必要だ， とした。 3月16日， コノヴァロフによって召集された

主要商工組織代表者評議において，参加者は一致して 8時間労働日制は時宜

に適さずとのベた17)。 商工省労働部は部長にベルナッキー教授 M.B. Eep-

Ha~KH負をあて 3 月 15 日より実際的活動を開始したが， 前途は多難であ

った。労働者組繊がその内部に官僚的統制力をもつほど発達しておらなかっ

たこともさることながら，資本家陣営の不統ーもまた，のちのドイツ型の道

すなわち労資全国組織の相互間協定に政府が法的拘束力を与えて事態を固定

させるとL、う道を狭いものにしていたからである。政府はその労働部の社会

的基盤を強めるために，この部に附属する特別労働委員会 OC06bI読KOMHTeT

Tpy，Z¥aを設立し，法案の予備的審議をさせることにした。この委員会は，官

吏のほかに著名な企業家組織の代表8名，労働者代表8名，それに中央軍事

工業委員会およびゼムゴール 3eMrop の代表4名を「中立組織」代表とし

て加えたものであった。特別労働委員会は，冒頭からその構成をめぐって異

議が出され，労資同数の構成にかえられた18)。商工省労働部の活動が急速

に何らかの結果を生み出すことは期待されなくなった。企業側は，この部の

中の一課 rro江KOMHCCHHに8時間労働日を審議するものがあることをとくに

警戒した。また 3月24日の工商代表者大会評議会の会議は，労働立法の制

定をいそぐことには不安があり，法案が早すぎると工業の存続が危険にさら

される旨コノヴァロフやベルナッキーに注意すること，また，まず第ーに取

り上げるべきは労資調停室の問題であると提言することをきめた。 19)

ベトログラードにおいて 8時間労働日制が成立したことの影響は 3月半

ばから 4月はじめにかけて，波紋のように全ロシヤにひろがった。しかしこ

の影響は，労働者階級側におけるボリシェヴイキーとメンシェヴイキーとの

力関係の相違，および工場主側の8時間労働日制への態度の相違によって，

種々ことなった形をとってあらわれた。たとえばキェフの労兵評議会は協定

獲得の方針をとり 3月.23日協定成立 4月 I日より実施となった。いわば

ベトログラード方式である。それに対して，モスクワでは工場主協会が8時

間労働日につよく反対し，モスクワ労兵評議会は白から 8時間労働日制の規
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程 rrOCTaHOBJIeHHeを発し，事後承諾制で実施するよう労働者にアッピール

した。この規程は，防衛産業と生活必需品産業で工場委員会の承認のもとに

時間外労働を実施することをみとめ，労働日短縮は賃銀の低下なしになさる

べきことと定めていた。この規程は3月18日に制定ぜられ 3月21日より実

施されるものとされた。同時に労兵評議会は，臨時政府に対し，相応する法

令，lleKpeT を発するよう要求した。これに対しモスクワ工場主協会は，労

兵評議会の規程は「違法 He3aKOHHhI首」 である， という自分たちの規程を

普及することで対抗しようとしていた。これがし、わばモスクワ方式である。

さらにこれらに対し，ルガンスクでのように工場主協会が8時間労働日制を

拒否するばかりか，さらに一部で工場閉鎖を行なったところもあった叫。〔註1

こうした相異なる動きは，たとえばベトログラードでは3月末までに小企業

をのぞく 300企業に8時間労働日制が成立したが，多くの場合自由意志によ

る協定にもとづいて時間外労働がなされていたこと，モスクワでもその点は

同じであったこと，それに対し，オレホボ・ズェヴォ，ボゴロドスク，セル

プホフなどで8時間労働日制が比較的実際上も守られたこと 2りなど実施面を

考慮すると，おそらくまたちがった相を呈するであろう。

〔註〕労兵評議会と地元工場主協会との協定による 8時間労働日制がうちたてられた

ところ，ベトログラード，キエフ，ヤロスラヴリ，オデッサ，サラトフ， トウラ，エ

カテリノスラヴ，コストロマ，サマラ，一連のウラル鉱山管区，ノヴォニコラエフス

キー等。

労兵評議会の独自の規程により事後承諾制をもって8時間労働日制をうちたてたと

ころ，ニジュネ・ノヴゴロド，モスクワ，ハリコフ，クラスノヤルスク， ニコラエ

フ，エカテリンフルグ，カザン，イワノヴォ・ヴォズネセンスク，オムスク，イルク

ーツク，ロストフ・ナ・ドγ，マリウポリ，その他ウラル，中央アジアの一部等。 22)

労働日の短縮は当然相応する賃率引上げに伴われていなくてはならない。

さらにまた当時，賃率引上げは労働日短縮とあいならぶ労働者の基本要求で

もあった。加えて，当時のロシヤの労働者にとって，賃率体系の民主主義化

もまた，潜在的には基本要求の一つで、あったとみなくてはならない。 3月10

日付協定の成立ののち，ベトログラード労資の対立の焦点は，労働日短縮に
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ともなう補正的な「合法的な」賃率改訂にとどめるか，それ以上の賃率引上

げを実現するかというところにうつった。ベトログラード労兵評議会は 3

月18・20日の会議において，職種I1pO中eCCHHごとに賃率が単一 0江HHaKO-

BO誌であるような職場は一つもないことを認め、最低賃銀の確立と，それに

もとづく新らしい賃率 TapHφ の設定を基本要求ときめた。すでに3月なか

ば 1合法的」枠をこえた大巾な賃率引上げが個々の企業でなされている実

情を背景に，最低賃銀率をも全市的協定により固定させようという目標で，

工場主協会と労兵評議会は一致した。その実現は 3月10日付協定により設

立された中央労資調停室においてなされることになった。 3月311ヨより作業

が開始された。労働者代表は，最低賃銀男子 5py6女子 4py6.を主張し，資

本家代表は 4py6.と3py6.を主張した。長い交渉ののちゃっと 4月24日か

ら労働者側の主張した賃率が実施されることになった。問この金額について

考える場合には，当時のインフレを念頭におかなくてはならない。

おそらくベトログラードの3月10日付協定の方式の普及と前後してであろ

う， 3-4月にロシヤの各地に労資調停室が設立されて行った。また，モス

クワの場合には，工場主協会が労兵評議会との交渉に応じないので、モスク

ワ労兵評議会に附属して紛争委員会 KOH中JIHKTHallKOMHCC兄が設立され，

4月2日から 5月15日までに407件の紛争をとりあっかい， うち137件を和解

させたという 24)。しかし，南ロシヤのガルトマン所有工場におけるように，

労働者の中から選出された賃率委員会 paCl¥eHO叩 a兄KOMHCC聞が不熟練労

働者の最低賃銀 4py6.からはじまる73職種の賃率表を作成して 4月 l日か

らの実施をせまったのに対して，工場主側が，臨時政府によって標準賃銀率

が設定されるまで追加手当日a)l.6aBKaをつけて不熟練男子労働者に 2py6. 

50K0I1.女子に2py6.等々を保障する， と回答してひきのばしをはかつてい

る例や，エカテリンブ‘/レグ労兵評議会のように，国法による最低賃銀を要

求した例もみのがせない25)。

3月29日，コノヴァロフは記者会見において労働政策のプログラムを示

し，第一，労働組合の発達，第二，労資調停機関，工場委員会，職業紹介所
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の設立，第三，労働保護法，労働時間法，勤労者保障 o6ecrre可eHHHTpy広見園

田町四法の改正，社会保険の拡充をあげた。 8時間労働日について明言し

ないこと，最低賃銀制に触れないことが注目される拘。

臨時政府はさしせまったいくつかの事件の解決に直接手を下した。 しか

し，いづれもはかばかしい結果をもたらしたとはみえなし、。その第ーは，ウ

ラルへのブブリコフ 6y6JIHKOB委員会の派遣である。 労資関係はウラノレに

おいて古いものを最も多くのこしており，当然労働者による管理部メンバー

排せき運動ははげしかった。職長 MaCTepにとどまらず，工場長，lLHpeKTOp

や支配人 yrrpaBJIHIO山凶までも解職を要求された。 ところでこれらウラノレ

鉱山管区の本社 rrpaBJIeH聞はベトログラードにあるものが多く，工場閉鎖

を指示するぐらいのことしかなしえず，事件を深刻化した。政府は3月，労

働者の「専断 caMoyrrpaBcTBOJ をとめる目的をもって，ブブリコフ委員会

を任命したのである。

第二は 3月末，管理部の体制の崩壊した官営諸工場にあたらしい支配人

を任命したことである。いづれの場合も，工場委員会の権威に抗して労働過

程に対する資本の支配を再建することは容易でなかったとみられる。 4月3

日，臨時政府は1"作業の破壊を防止するため，工場および企業において勝

手に技術要員を変更すること合禁ずる」むね労働者にあてた呼びかけ o6pa-

~eHHe の草案作成を，商工大臣に委任している。第三に， 交通大臣ネクラ

ソフ HeKpaCOBは鉄道員の待遇改善を約し 3月末，プレハ{ノフ (r. B. 

日JIeXaHOB)を議長とする特別委員会に草案を作成させた。 この委員会は 1

カ月半を費して手当 rrpH6aBKaの増額案をつくり， これは5月半ばから実

施されたが，その内容は， 40~80 py6. の手当を 40~100 py6.に増したに

すぎなかったという 27)。

一般的政策としては，臨時政府は自らの3月3日声明と 3月29日コノヴァ

ロフ言明の線にそって進んでいるもののようである。 3月中に商工省労働部

により労働組合法 3aKOH0 rrpo中eCCHOHaJIbHbIX06~eCTBaX H COlO3aX案

が作成され，附属労働委員会の審議に付された。法案は工場主側からの批判
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にあった。その要点は，外国人労働者とくにドイツ人労働者を組合に加入さ

せることの禁止，労働組合の登録義務および法に違反した組合を閉鎖する権

限を裁判所に与えること，ストライキによる直接的損害の責任を労働組合に

課すことなどを規定すべきであり，また，国際的組織に加入する権利を与え

るべきではない，とするなど，労働組合的活動の自由を一層制限するよう要

求するものであった。ペトログラード労兵評議会の代表は3月24日，自らの

労働部作成にかかる，団結，集会，デモの自由およびストライキ参加者の不

処罰などを規定した団結の自由 cB060~a KOa~H~HH 法案を労働委員会にも

ちこんだ。しかしベノレナッキーおよび工場主代表はそれを拒否した。労働組

合法案の審議がにつまらないままに，臨時政府はより一般的な集会結社法

3aKOH 0 C06paHHHX H COlO3aXを4月12日に制定した。〔註J4月14日， コ

ノヴァロフはモスクワ取引所にあらわれて，資産階級や政府に対する労働者

階級の物質的要求はおそるるに足らない，と語っている明。

C註〕ヴォロプエフによったが，エゴロヴァによると 3aKOH06 06lI(eCTBaX H COlO3ax 

で，その中には「ロシヤ市民は例外なしに，刑法に違反しない目的をもっ協会や同盟

をつくる権利をもっ」とあったとされる29)。

労働委員会はひきつづき工場委員会法案すなわち「工業施設における労働

者委員会に関する法口O~O)KeHHe 0 pa60可HX KOMHTeTax B IIpMblru~eHHblx 

3aBe~eHHHxJ 案を審議した。そのさい， 工場主代表は， 工場委員会のメン

ミーを解雇する権利を管理者に与えるよう主張し，一票の反対だけで修正に

成功した。そしてこの法案は 4月23日付で制定された。主要内容は次のごと

くであった。労働者委員会は労働者の弛あるいは管理部が要求するときつく

られる。管理部の要求によってもつくられる点に， 1903年法からの直接的系

譜をみとめうる。労働者委員会の目標ないし機能は次の項にあげられるもの

に制限される。すなわち第一，企業家と労働者との相互関係(賃銀，労働時

間その他)に関する諸問題をめぐっての，企業管理部に対する労働者代表

制，第三，労働者内部の相互関係に関する問題の解決，第三，政府および社

会的諸機関との交渉 cHorueHHe における労働者代表制，第四，労働者の中
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での文化的啓蒙的活動に関L.および労働者の生活向上に関し配慮するこ

と，である。これらの諸項も. 1903年法からの系譜において考えられる。第三

項に政府に対し労働者を代表しうることが上げられているが，これは次の条

項，すなわち生産上の機密保持のため労働者委員会によって召集された労働

者集会に部外者 rrOCTopOHHoe~H~O を入場させることを禁ずる規定によっ

て，大巾に効果を削減されていた。労働者委員会の内部的運営には自治がみ

とめられ，労働者委員会のメンバーに対する管理部の解雇権を若干制限する

規定もあったが，また一方個々の労働者に対して，労働者委員会をとおさず

に自分のために自ら発言する機会を保障していた。こうした内容の法につい

て，ベトログラード工場主協会附属「社会立法」委員会は 1工場総代につ

いての以前の法を現在の条件にあわせて変形し順応させたものであって，紛

争の土台をつくってやるような何らの要素も含んでいなし、」と評した向。

商工省労働部はさらに二つの法案を立案した。そのーは「労資調整機関に

ついての法口O~OYKeHHe 0 rrpHMHpHTe~bHbIX Y'IepeYK瓦eHH兄XJ案であり，

その三は「ストライキに関する法Ilo~oYKeHHe 0 CTaQKa H 3a6aCTOBKaXJ 

案であるO 前者が先に労働委員会の審議にかかった。法案は，任意制の原則

rrpHH~Hrr 且06pOBO~bHoro COr~allieHHH にもとづく， 三段階制の機闘を構

想した。第一段階は個々の企業における労資調停室で，労働者代表および雇

主代表の同数づつで構成されるO 双方からの申請は任意であり，決定は双方

の代表の同意のもとになされ，決定の実施は義務的でない。第二段階は個々

の工業部門の労資調停室である。第三段階は三級裁判所 TpeTeIICKHII CY江

であって，これは第三者 rrOCTOpo即日誌 の議長のもとにあり，ここでの

決定は，申請した側にとって義務的である。ところが，労働委員会における

資本家代表は，工商代表者大会評議会のあとおしをうけて，この法案の主要

部分に反対した。すなわち，調整機関は労資が「そこへ申請することの強

制，およびそこでの決定への義務的服従」を要求しうるのでなくては効力を

もちえぬであろう，というのである。商工省労働部は，それでは調整機関の

本質に矛盾するとして，これに同意しなかった。とかくするうちに 5月は
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じめ，臨時政府の第一次内閣は崩壊した。調整機関法はストライキ法ととも

に棚上げされた向。

1 

いわゆる「四月危機」を経て5月5日成立した臨時政府のあたらしい内閣

は，メンシェグィキーをも含む連立内閣であった。あたらしく労働省が組織

されることとなり，労働大臣にはメンシェヴィキーのスコベレフ M.l1.CKO-

6e.neBがあてられた。スコベレフは，就任にあたって，ロシヤ全土に 8時

間労働日を立法化し団結とストライキとの完全な自由を保障し，広汎で全面

的な社会立法を制定する，とL、う基本方針を発表した。商工省労働部は改組

されて労働省とされることになった。スコベレフとともに i労兵評議会執

行委員会附属労働部の全幕僚」が，このあたらしい省にのりこんだ。スコベ

レフの下に2名の次官 3aMeCTHTe.nb コロコリニコフ口.H. KO.nOKO.nbHH-

KOBとグヴオーズヂェフとがおかれた。やがて労働省は 6部すなわち附属

特別委員会をもっ立法提案部，労働保護部，社会保険部，労資関係部，労働

市場部，労働統計部をもっ機構に組織された。メンシェヴィキ{は i労働

省は，今日の構成においては，その目的からみてもその精神からみても労働

者の省 MHHHCTepCTBOpaBOQHXである」と誇った。しかし，立法提案部の

附属特別労働委員会は，商工省労働部のもとにあった委員会をそのままひき

ついだものであった。スコベレフによれば，労働者は「国家の観点に立ち」

「工業全体の利益」を守るものであるから，三者構成によるこの機関は民主

的で良いものである， というのである。この委員会の議長をつとめた次官コ

ロコリニコフも， しばしば「中立性」や「客観性」を口にしたという 32)。

労働省が設置されたとはいっても，労働政策がすべてここに委ねられたわ

けではない。商工省および防衛特別評議は，コノヴァロフ，ノ4リチンスキー

n. 11.口a.nb可HHCKH首，サヴィン H.H. CaBBHH，ステパノフ B.A. CTerra・

HOBの顔をもって発言し，労働省を牽制した。 5月10日，国民経済を安定さ

せる策について，商工，大蔵，労働3大臣の評議があり，その席でコノヴァ
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ロフとシンガリョフ WHHrapeBは，労働者の経済要求は「それを満足させ

る現実的可能性に完全に矛盾しておりJ，要求は制限されなくてはならぬ，

とのベた。 5月16日， コノヴァロフは軍事工業委員会第3回大会で労働者を

非難した。コノヴァロフの後継者ステパノフは，覚書を作成し，その中に，

工業の破局とループリの減価の責任は労働者階級にある，労働者のストライ

キを禁止し，賃上げの限界を設定し，生産への労働者の介入を停止させるな

ど，労資関係の規制に決定的な策をとる必要がある， とのべていた問。

ロシヤの労働者階級は，次々とあたらしい課題を提起していた。すなわ

ち，有給休日毘の獲得，出来高労働の廃止，安全・衛生条件の改善，婦人児童

労働保護，疾病基金と附属医療機関の運営改善，社会保険の改正などO セス

トロレッキー兵器工場には 5月，年次有給休暇の制度がつくられた。勤続

3年のものに 1カ月 2年のものに3週間年のものに2週間，賃銀半額

保障という内容である。こうした制度が普及しはじめたので，ベトログラー

ド工場主協会は 6月3日，メンパー企業に対し，休暇について協定するなと

指令しでいる。ベテルゴフ=ナルヴァ地区の年少者事務局は， 18才未満のも

のに 6時間労働日をとのスローガンで宣伝を開始した。男女同一労働同一賃

銀要求は 4月なかばにパトロンヌイ工場で，つづいてアノレセナレ， トルボ

チヌイ，イジヨールスキーその他の諸工場で実現しはじめた。 5月，ベトロ

グラードのいくつかの大金属工場の工場委員会は，雇主の負担で労働者のた

めの結核療養所をつくることを要求し，その中には20万 py6.の支出を約束

させたところも出た。労働者は代表を選出して委員会を構成し，場所その他

の問題を解決するためにのり出した叫。

しかし，その後の労資の対立の様相に決定的役割を果したものは，賃銀引

上げ要求と労働者統制の要求とであろう。ベトログラードでは3-4月の経

験を発展させ，労兵ソヴェトによる最低賃銀要求とも，個別企業における新

賃率要求とも異なり， 180以上の企業に属するベトログラード金属工たち

が，最低賃銀の上に職業的技能と作業の困難性および危険性を考慮した職種

ごとの賃率を積み上げた新賃率を 5月末要求したのである。工場主協会は6
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月22日，単価についての決定はあとにのこしながらも，賃率協定 TapHφHhI白

瓜orOBOpを締結することについての原則的承認を与えた。この斗いの中で

金属工組合の組織化が進んだ模様である。同じくモスクワの金属工たちも，

その部門に単一の最低賃銀をうちたてる賃率協定をえようと 5月，工場主

協会を相手に交渉を開始していた。 35) (註〕

〔註〕モスクワの金属工の要求は，最低賃銀男子6pyo.女子5pyo.であった。モスク

ワ地帯工場主協会はとれに対し男子4.PYo.女子3.pyo.を提案した。 6月14日，三級

裁判所は金属工組合を支持した。 6月21日，組合本部は， 6月24日までに要求を認め

ないときは26日よりストライキに入ると工場主協会に通告した。協会は拒否した。組

合はしかし交渉を継続した。 7月3日組合代表者会l議でストライキの方向がきまっ

た。組合は7月5日までに認めないときは6日からストライキに入ると通告した。協

会は再度拒否した。 6日，ストライキがはじまった。工場主協会は三級裁判所に調停

を申し入れ 7月10日，裁判所が組合の要求を支持するや，同日とれをみとめ，組合

と協会との問に協定が成立した。ベトログラード工場主協会も，賃率の額について妥

協せず，長い交渉をへて7月23日ベトログラード金属工組合全市代表者評議会がゼネ

ストを決定してのち， 8月7日，協定に調印した。 36)

ボリシェヴィキーは 4月協議会ののち，労働者統制を系統的に発展させる

方針をとった。労働者統制は，したがって，事態の進展の中でとりわけ重大

な意義をもつものとなった。ベトログラードの例にみるとプチロフ工場の工

場委員会は，すでに4月17日，労働者の採用・解雇に対する権限を確立して

いた。トウルボチヌイ工場では 6月13日より工場委員会の組織した採用委

員会をとおしてのみ労働者の採用がなされることになった(ただし技師と事

務員は別)。採用解雇に対する統制にとどまらず，より全面的な統制へと進

み出す例もあった。 5月17日 1スコロホード」工場の支配人は労働者集会

に呼び出され，支配人の地位をはなれ3臼以内に部屋をあけわたす旨，文書

に署名させられているし，同じく 5月，スレサレンコ所有の航空機工場に

は，労働者代表2名，事務員代表2名，所有者本人，注文主としての空軍指

令部 YrrpaB~eHHH BOeHHo-Bo3~yllIHoroφ~OTa の代表 2 名からなるあた

らしい管理部ができることになった。 37)
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こうした労働者騒級のうどきに対して， ラ}j10日， グートレルは工商代表

名において，労{勤務の費畿を規制するために致府が畿大限の

努力をもって介入すべきである，として，笠銀固定の時限立法印oeKTIIP荏偶

蹄~ 0 pery~HpoBaHHH 3apa6oTHO註 II~aTbl を議案し?と。すなわち，賛上げ

要求を抑制するために，公定{磁絡の設定と向じ方法をもって 銀の標準

化」を行なう，その際労f勤者の要求を考醸することなく強制的命令えHKTaT

で持なう，といちものである。しかし，これにはベトログラード工場主協会

が賛成しなかった問。ペトログラードでは，

支払いがなされていたが--Vpスラグワ

る譲程な発した。 4Jj末すでに，

メンパ…への霊堂銀

4 Jヲ宋支払いを停止す

P シヤ的ロッグ

アウトの開題を審議にのせていたが，実態には諮み切れなかった。 5月13日

ウラ/レ鉱山主大会評議会もロッグアウトを審議し，実施は準備であるとみ

た。しかし，サボタージュははじまっていた。新投資の中止，資本の撤設す

なわち更新投資の中止sγィタリヤ風サボタージュJすなわち生産過程におけ

る指導の放棄などである。南口シーγ工業家協議会は 5月末，採用・解穣への

労i勤務統制は雇主の経営擦の{受容であり. r企業の解体Jでみる，これと斗

うためにはどんなことでもゆるされる，とし， ~在府Iこ対して，今のままで

は工業家は資本を産業から撤収して企業を去るよりない， と警告したo 6月

1~2自にひらかれた全ロジ においても，寓ロジ

ヤ鉄鋼資本はゼネラノレ口ックアウトを主張した。 6月3Fl， f，論γ符占士関 P ジ

ヤの独占からの陳情にこたえて，工場委員会の統苦手jは連法であるとのベた0

6月 1-2日協議会において r社会的平和j策は非難された。南ロジヤ，

ウラル，モスクワの資本家代表は，ベト口グラード工場主協会をもって8

間労議日制!の f資在者間百OBHHKJであるとした。そして，労働者統領jに対

しては企業閉鎖もやむなし， とみとめた問。

ブルジョアジーの~p シヤ的結集会つよめるために夜集されたもの。ここで全

ロシヤ的組織の結成の方針をきめ，ヱ商代表者大会評議会やウラル及び南口シヤ鉱山

:巨大会評議会をふくむ13組織の代表者よりなる~員会会つくったという的。
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ブルジョアジーが非協調的潮流の主導下に結集をすすめてゆくなかで，出

発点において協調的路線をうち出した労働省は，一歩一歩後退してゆく。労

働省附属特別労働委員会にかけられた第一の法案はストライキ法 3aKOH0 

CTa可Kaxpa60可HX案であった。その内容は， ストライキの合法性，ストラ

イキ参加者の不処罰，ストライキ参加のかどをもってする解雇の禁止，兵士

囚人その他をストライキ破りに利用することの禁止であった。労働省はこの

法案の解説文の中で，当面，義務的国家的三級裁判所の設立が要請されてい

るが，それは一時的なストライキの自由の制限をともなうであろう，これは

完全なストライキの自由が基本法として確立している場合にのみ許されるこ

とである，と述べた。しかし資本家代表はこの案に反対し，工商代表者大会

評議会の作成した案を対置した。それはストライキの自由の制限とロッグア

ウトの自由を規定していた。労働者代表はまた，この法を団結の自由に関す

る法と分離することに反対であった。労働省は法案を告示によって法にしょ

うかと考えたが，臨時政府はみとめなかった。法案は再検討のため省にもど

された。労働省は疾病保険法の一部改正にも手をつけたが，ベトログラード

工場主協会，工商代表者大会評議会，南ロシヤ鉱山主大会が改正をいそぐこ

とに反対したため作業は遅延した。 6月15日になって労働者が提案した改正

法は，基金の自治の拡大，適用範囲の地域的産業的拡大などの点で，労働者

の要求を反映していた。労働省の提案理由には，労働者が「事後承諾制をも

って疾病基金の運営から企業主を排除しようとしたり，疾病時の労働者への

補償のための全支出を工場所有者にうっそうとしたりJ，基金の活動を「法

の許していない範囲」にひろげようとしているので，いそぎ法案を認可して

くれるように， とあった。臨時政府は，独占資本の不満を体して商工省へ法

案をまわした。特別委員会がつくられ，そこで法案は拠出金を労資平等にす

ること，企業主を基金の管理から遠ざけることなどの点について特に修正を

要求された。労働省は多くの譲歩を行なった。ストライキ法案が棚上げされ

たのに対して，疾病保険法改正法案は次第に煮つまってきていたが，いま一

歩のところで第一次連立内閣の存続期聞がきれた。いま一つ，調停機関法案
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は前内閣の商工省労働部にとめおかれ労働省にひきつがれたままになってい

たが 6月9日，工商代表者大会評議会は自己の対案をもってその制定を督

促した。この案は「強制原則」にもとづくものであった。協議の結果 1任

意制の原則」にもとづく制度確立について同意がなりたったものの，また時

を移して，この内閣の存命中には法とならなかった叫。

5月中旬，防衛特別評議は，除隊する兵士や失業中の労働者の労働力をよ

りよく利用するために附属「労働力登録配分特別委員会 OC06bIH KOMHTeT 

rro y可eTH pacrrpe，neJIeH目的)KHBOi1 pa60可ei1CHJIbI. cTpaHbIJ を組織し

た。労働省は労働市場に関する政策を自ら統括することを望んで，防衛特別

評議と争い，この分野の労働省への移管について政府の承認をえた。労働省

は，まず，労働力分配委員会 KOMHTeT口opacrrpe，neJIeHHIO pa60可ei1CHJIbI 

を設立した。次に職業紹介所法の立案をいそいだ。万事この法に期待して，

労働省は地方諸機関に対し，公共事業の組織を抑制するよう指示した。 1職

業紹介所法口OJIO)KeHHe0 6Hp)Ka Tpy，naxJ案は，労働力需給を記帳し，雇

傭を仲介する目的をもっ組織として，都市およびゼムストボ自治機関に附属

した地区 MeCTHbI員および地方 06JIaCTHbI首職業紹介所を設立することを規

定していた。この機関の性格は中立的なものとされ，労資同格の委員会形式

をとった。ストライキやロックアウトのなされている企業への紹介は禁止さ

れる。この法案は，労働委員会をきしたる困難なく通過した。防衛特別評議

がすでにおそらく生産力的関心から手がけはじめていた政策で、あったこと，

また，工場主協会側は自らの職業紹介所を経験済であり，労働者側はこの時

期たとえばベトログラード金属工同盟のように，メンバーの失業者を登録さ

ぜ，工場委員会を通じて雇傭させるなどの活動を経験しつつあったことがこ

の聞の事情を説明しうるであろう。しかし，この法案もこの内閣の存命中に

は法とならなかった42)。

臨時政府の第二次内閣時代の労働立法は，かくのごとくして棚上げされるか

作業途上のままのものが多かった。実施された少数例は，まず 5月26日付の

命令 pacrrop兄)KeHHeであるが，これは大戦とともに停止されていた婦人年
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少者の地下作業禁止および深夜業禁止に関するツアーリ立法の効力を回復す

るにとどまるものであった。いま一つは6月末に制定された「労働組合を管

区裁判所に登録させる法口OCTaHOBJIeHHp.0 perHCTpaUHH COlO30B B OKPY)f(-

HhIX cy.n:axJ である。これは，第一次内閣における労働組合法案審議にあ

たって，資本家代表が主張した要点の一つを，立法化したものとみられる。

この法の実施にあたって，キエフその他で，手続上の繁雑さなどもあって

か，登録を裁判所が事実上の拒否することも行なわれたといわれる明。

労働省は，一般的労働立法の発展ばかりではなく，さしせまった具体的事

件にも介入した。最大のものは南ロシア鉱山業における労資の紛争であっ

た。労働者の賃上げ要求を鉱山主が拒否して，双方の代表がベトログラード

に出てきた。 5月17日-23日，当事者双方および労働省，商工省その他の代

表者よりなる労働省附属特別評議 COBemaHne 0 瓦OHeUKO訪日pOMhI山町H-

HOCTHが調整を試みた。労資双方が企業利潤をめぐって論争しているなかで，

労働省代表のグヴォーズヂェフは，工業家に対し，自発的に賃上げしてやるよ

う説得し，拒否された。一週間の話し合いののち r地方における労働条件

と生産原価とを研究するための」特別政府委員会を組織することがきまっ

た。なおこの事件は長びき，その後の労働省の政策に影響を与えた。ともあ

れこうした個別的紛争への介入は，労働省にとって基本的活動のーっとみな

された。コロコリニコフが経済評議会 3KOHOMH"!eCKHHCOBeT に報告した

ところによると 5月 6月に省の関与した労資紛争は 557件(うち 412件

は6月，また343件はベトログラード)であった叫。

6月 (3日-24日)にひらかれた第 1回全ロシヤ労兵評議会大会における

スコベレフおよびコロコリニコフの演説は，就任当時のそれの面影を失ない

つつあった。労働省の任務として，第一，団結の完全な自由，第二 8時間

労働日(ただし戦時中は時間外を許す)，第三，質銀規制，その一部として最

低賃銀決定機関の設立，第四，労資調停室設立，第五，失業防止のために職業

紹介所網をつくる，第六，工場監督制度の完全改組，第七，1912社会保険法の

改正の法令を制定することを挙げたが 8時間労働日制について「一見そう
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みえるほど簡単で、はない」とのべていた。また，スコベレフは，工業活動の

停滞について r多くの場合J r企業は自然的に死にたえているのであっ

て r個々の企業家の悪意によるのではないJ，と資本家を擁護しつつ，労

働者階級に対しては生産性を上げるよう要求した。またスコベレフは，労働

「省の基本的事業はJ r労働と資本との闘争および相互関係への介入」であ

り，あらゆる紛争を「国家権力の権威をもって」規制することである，とも

のべていた45)。

謂うところの賃銀規制については，次の事実が参考になる。すなわち，先

にステパノフがその覚え書きの中で賃上げの限界を規制する考えをうち出し

たのをみたが 6月8日，防衛特別評議を代表したパリチンスキーは，臨時政

府に対し r全職種については不可能であっても，不熟練労働者間pHopa-

60'-!Il首の日給について固定した賃銀額を政府が決定するという方法で賃銀の

標準化をやってはどうか，その際，金額は5月の賃銀額をとったらどうかJ，

と提案した。そして，スコベレブおよびグヴォーズヂェフは r賃銀の動揺

も上昇も，工業を解体する」として賛成の意を表したので、ある拘。つまり，

考えられていたものは最低賃銀制の形式をとった賃銀凍結策であった。

ほぼ同時期 (6月10日-13日)ひらかれた工場監督官大会において，コノ

ヴァロフが，準備の進められている労働法制にどのようなものがあるか紹介

している。その中に，労働保護に従事するメンバーの拡充，職業紹介所，団

結の完全自由などとならんで，失業保険があった。この点は次の事実と関連

して理解さるべきであろう。すなわち，モスクワ地帯の繊維工場では 6月

原燃料不足を理由とする操業短縮の問題がおこっており，商工省はその不可

避性をみとめていた。しかし，ボリジェヴィキーの影響のもとに 6月16日

一17日，モスクワに 164工場の労働者代表があつまってこの問題を審議して

おり 6月末にはモスグワ労兵評議会と資本家側の合同評議が，操業中止の

許容される条件を，第一，原燃料を受けとる可能性のある企業では操業をつ

づけるべきである，第二，即刻操業中止をせねばならない事情のときも，問

題が最終的に結着するまでは労働者を解雇してならない，第三，工場閉鎖問
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題は労兵評議会に承認された地区労働者総会で決定する，第四，企業閉鎖は

1ヶ月をこえてはならない，ときめていた。これに対し 6月27日，統一工

業同盟 COlO3o6oe瓦HHeHHO品目pOMhIWJIeHHOCT珂は，解雇にさいして労働

者に2週間分η扶助金を与えること，およひ、失業者扶助のための基金に全資本

家が賃銀支払額の 1ヶ月分を払込むことを条件に長期の操業停止を実行しう

るものとしよう， と決めているO そして， トレチャコフ C. H. TpeTHKOB 

(モスクワ取引所委員会議長代行)をベトログラードに派遣して，国営失業

保険法の制定を陳情させているのである的。商工省はこのような要望を体し

て，労働省より一歩先をあるいていたというべきであろう。

労働者統制に対しては，臨時政府はどのように対処しようとしたで、あろう

か。商工次官サヴィンのように，南ロシヤの如く不穏な地域の全工場は政府

権力により閉鎖さるべきである， といった意見もあったが，全体としては，

労働者統制に対してロックアウトで応ずべしとの意見に直ちに同調はしなか

った。もちろん 4月23日労働者委員会法の制定のみで手をこまねいている

わけにもゆかなかった。ところでブルジョアジーの中には，やや協調的な次

のような路線をうち出すものがあった。すなわち，労働者統制は，それが企

業主の管理命令的 a，l¥M即日CTpaTHBHO・paCrrOpH，l¥HTeJIhHaH活動および商業

金融的 KOMMeplJeCKO一中日HaHCOBaH活動をのぞいた領域に限定されるなら

ば許容しうる， というのであるo 6月20日 24日のウラノレ鉱山主評議で，グ

ート A.E. ryTTは，今日ロシヤには 「鉱山主のたよりにしうる力はない

」のだから Iもし労働者たちがこれらの譲歩に満足するとしたら，そこに

鉱山主は自己の力を強化する巨大な第一歩を見る」ぺきなのだとのベた。ベ

トログラードの工場主たちの中には，事実上そのような考え方に立っている

ものがし、た。いま一つの路線は工業に「社会=国家的」な統制を加え，労働

者のみの統制を廃そうとするものであって，インテリゲンツィアの組織であ

る「工業企業に操業の正常な進行を再建し支援するための中央委員会日間・

TpaJIbHbI首 KOMHTeTrro BOCCTaHOBJIeHHlO H rrO，l¥，l¥ep氷aHHlO HOpMaJIbHOrO 

XO，l¥a pa60T B rrpOMhIWJIeHHbIX rrpe，l¥rrpHHTHHXJ が提案していた。臨時政
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府はこれら協調的路線をとり入れつつ解決の途を求めていた。 5月27日，交

通大臣ネクラソフは回状を発して，全ロシヤ鉄道員同盟の側からの統制をみ

とめつつも，鉄道管理部のもつ命令機能 paCI10pH.l(HTeJIbHbJe中IHKIl.聞に

介入してはならぬ， とした。もともと鉄道員の組合は，その成立時に設立のた

めの活動家がネクラソフから補助金をうけるなどしており，労資関係は比較

的安定的であったと考えられる。一方労働省は労働者と管理部との代表同数

よりなる混成委員会 CMewaHHbleKOMHCCHHをとなえた。 とはいえ， グヴ

ォーズヂェフがベトログラードの工場主に説明したところによると，この委

員会は企業管理機能に介入しではならないとされていた。労働省は，これを

とくに南ロシヤで運用しようと試み，シパイロ口.φ.CHI1aIIJIOを長とする

特別政府委員会を派遣した。ハリコフ工場主同盟は，この方式に利用価値を

みとめ 6月22日， 28日にメンバー企業に対して， 独断的 caMO可HbI首な統

制を許してはならぬ，シパイロ委員会の方式にならえと指示している的。

とはいえ，南ロシヤの工業家たちがロックアウトを含む5月協議会の方針

をかえたとは考えにくい。一方シューヤ工場主協会は6月28日になって規程

を作成し r工場主が企業の主人である。……労働者の採用解雇権は彼にのみ

属する。工場内での配置転換の権利も同じである。……もしこの権利が委員会

に属するとしたら，工場主は災害への責任，工場の規則的操業への責任を免

れるJとした。南ロシヤ鉱山主評議会は 6月13日，紛争の迅速な解決につ

いてスコベレフに陳情している。そしてスコベレフは 6月28日付で労働者

にむけたアッピーノレ o6pa山eH闘を発表した。 コロコリニコフによると，

以後の労働省の全活動の基礎となるべき文書であった。この中でスコベレフ

は，労働者の「独断的」活動と賃上げ闘争は工業を解体させ国庫を蕩尽する

ものである， とした。労働者が企業の技術的管理に介入し，事務員や支配人

に「暴力」を振うなどの行為があるが，これはデクラッセな要素のやること

であり，労働者は「自覚」して「独断的」行動を中止しなくてはいけなし、。

また r革命を強化するために」労資の紛争はすべて労資調停室か三級裁判

所で平和的に解決しなくてはならなし、o 6月28日付アッピーノレはこのように



1917年ロシヤにおける臨時政府の労働政策荒叉 241 (723) 

よびかけたのであった。同時期6月末，スコベレフは第3回全ロシヤ労働組

合協議会の代表と会見したさい。戦争で消耗したわが国で、は賃上げのための

源資がない，賃上げは「前進ではなくて後退」となる，と説得している叫。

労働省はその課題のーったる工場監督制度の改組について労働院 IIaJIaT

Tpy){a設立を構想した。すなわち労資相方より同数づつの機関をつくり，

労働立法の実施監督をなさしめようというのであるO これに対し労働者階級

は，労働院のメンバーを労働者組織から選出させるよう主張した。コロコリ

ニコフは I労働立法の実施の監督をすべて労働者階級の手にゆだねること

はできなL、J， と反対した。ブルジョアジーは， ツアー時代の制度にラジカ

ノレな変化をもたらすことなく，多少の改正に止めるよう主張した。労働省

は，一時的な措置として，労働省地方コミッサールを設置する案を作成し，

7月11日付の法令となった(日OJIO)j{eHIle0 MeCTHbIX KOMllccapax MIlHIlC-

TepCTBa Tpy){a)。コミッサーノレの任務は，第一に労働保護法の実施監督で

あり，第二に労資紛争解決のための介入であった。コミッサールは，地元労

働者組織の同意のもとに政府が任命するものとされ，労働者組織は候補者の

指名を依頼されるO モスクワ労兵評議会労働部は，コミッサールは地元組織

から選出さるべきだと要求したが，政府は任命権を手ばなさなかった。ベト

ログラード，ニジュネ・ノヴゴロドその他の労働者組織は，この法令に抗議

して候補者指名を拒否した。工場主協会全ロシヤ同盟の幹部会口pe31l){HyM

は， コミッサーノレに工場で、の経験をもつもの，つまり経営者側のメンバーを

あてるよう要求した問。

E 

7月事件以後，経済的破局とともに生活の崩壊は急ピッチにすすみ， (註〕

これと相応じて臨時政府の労働政策も反動化してゆく。労働運動は反資本主

義的様相を濃くしてゆく。

〔註〕生計費指数は， 1913年を100とすると1917年3月1日315，5月1日380，7月

1日576，9月1日680，11月1日1020となったとされる。また， 6月26日付食糧省
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基準では，労働者 l人当り月25フントの麦粉が配給されるはずであったが，モスクワ

では7月2314フント 8月20フント， 9月19フγト， 10月2114フγ トしか配給され

ず，イワノヴォでは10月 1 人当り 7~フ γ トしかあたらなかった51)。

7月24日に成立したケレンスキー政権は，それまで懸案になっていた労働

立法を次々に制定していった。 7月25日，社会保険法改正法が制定され，拠

出は労資同額となった。疾病基金の企業主に対する自治が確立され，また社

会保険の適用領域が小企業へ，それまでの未適用地域へと拡大された。 7月

29日，労資調停機関法が任意制の原則にもとづいたものとして提案され，労

働大臣と司法・商工両大臣との若干の評議ののち 8月5日付で制定され

た。 8月19日，職業紹介所法が制定された。 8時間労働日問題も，法案作成

のための準備作業のプランが作成されて，労働委員会の審議にかかった。も

ちろんこれは遅延させられたが 8月8日，婦人年少者の深夜業制限に関す

る新法令 rrOCTaHOBJIeHHeが日のめをみた。とはいえ，一般原則と，戦時下

の特殊事情とを区別する考え方がつよくある以上，深夜業制限にしても1"

防衛に必要Jとあれば従前どおりであり，調停機関法も地区労働コミッサー

/レの働きいかんで事実上の強制原則にもとづく運営にもなるのであった。さ

らに，これらの法は実施過程でのきなみ困難にぶつかった模様で、ある。職業

紹介所についてみれば臨時政府は 400ヶ所に， とりあえず90ヶ所に設置する

予定をたてたが実際には約30ヶ所で、設立されたにとどまるし，地区労働コミ

ッサールにしても，労働省はまず40名の任命を計画したが 8月末にかけて

20名を任命したにとどまった。メンシェグィキーがこれに任命されても，工

場主協会の側に無視されることもあった5270

ペトログラード金属工同盟は 5月以来，継続的に，賃率協定の締結を要

求して闘争していた。臨時政府はこれに介入し，グヴォーズヂェフを長とす

る労働・商工・陸軍の各省連絡評議において調停案を作成した。工場主協会

は，この案が労資の中聞をとった賃率を定めていることに不満を示し，草案

を承認する条件として1"労働者の要求を実施することから発生する損失を

政府が補償するのでなくては，工場主は平和的に労働者の要求をうけ入れる
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ことはできない」と，契約価格の改訂を要求した。労働省はこれを拒否した

が，商工省が工場主協会を救った。協定成立は8月のはじめである。労働者

の賃銀引上げ要求が，このように国庫よりの支出増大をひきおこす関係が明

瞭になるや，政府はこれへの対策をせまられる。防衛特別評議は 8月4日付

訓令且HpeKTHBにおいて，賃上げは労資調停室あるいは三級裁判所あるい

は「関心をもっ諸側面よりの参加」による仲裁機関のとりきめによるもので

あって，かつ労働省と商工省により詔可されたもののみが合法的で、あり，そ

れ以外の賃上げは国庫よりの発注のさいの価格に考慮されることはない，と

して資本家側の妥協をいましめた向。

ブ、ルジョアジーは全体としてますます協調的性格を失なっていった。モス

クワ地方の指導権のつよかった統一工業同盟は 7月22日，労兵評議会を労

働者代表とみとめて交渉してはならない，工場委員会の介入を許してはなら

ず，そのメンバーに支払いをしてはならない，検送できるものはどんどんそ

うするように， ときめた。同じくこの同盟は 7月5日の回状においては，

労働者に対し工場の休業時の補償を賃銀の%分支払うようにとしていたが，

8月9日，あらたな決定を下して，原燃料不足によって操業中止する場合に

は 8月15日以降労働者に支払をしない，としている問。労働運動と闘かう

指導部として p統一工業中央委員会 rJIaBHbI員KOMHTeT0白回HHeHHO首 rrpo・
MbIllIJIeHHOCTH がつくられた。これに対し労働者階級側では 8月にひら

かれたボリシェヴィキ第6回大会において，労働者代表評議会，労働組合お

よび工場委員会の許可なく工場を閉鎖したり操業を短縮したりすることを禁

ずる法律を制定させるカンパニヤをうち出し，またこれと呼応して，労働者

統制は原燃料の搬入搬出に対する，在庫および注文に対する，財務に対する

統制へJ原因不審の火災や爆発から工場を保全することや労働者に食糧の現
物を確保することへと深化して行った。グートレルは7月31日経済評議会に

おいて，臨時政府の第一の任務は工業の無政府状態を廃し，工場に適切な秩

序を再建することでなくてはならぬ， と政府を督励した55)。

7月31日，ウラルのボゴスロヴスコエ鉱山会社は，労働者事務員に対して
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「条件 yCJIOBHej を示し，それがみたされないかぎり生産を継続するわけ

にゆかぬと通告した。その「条件」とは，第一，企業管理への労働者事務員

のあらゆる干渉の除去，第二，生産性を1916年の平均水準にまでもどす， ( 

第三略)，第四，全勤務員の人格不可侵，第五，通信の安全，第六 5月31日

以降に附加された手当のうち商工省にみとめられたもの以外は否認する， と

いうものである。とくに内容の詳細にわたるのは第一の点で r労働者の採

用解雇は管区管理部の奪われることなき排他的権利であるj ，労働者が事務

員を暴力や威嚇をもって追放することは全く許されない，事務員に関する不

平は調停機関をとおして申立てらるべきで、ある，就業規則違反のかどで労働

者に罰金 B3hICK組問をかける管理人の権利を回復し，作業の指導は工場管

理部に任命されたものがどんな委員会の介入もなしに行なう r労働者委員

会あるいは労働者代表評議会は，もつばら職業的利益を管理部その他の機関

に対して呈示するために労働者を結合しているものであって，会計や生産の

管理・統制の分野に介入してはならず，これら代表機関のメンバーの維持費

は企業より支払われるものではない，などとあった問。ボゴスログスコエ会

社は，この条件を承認するよう要求してロックアウトに及んだのである。 8

月22日，ハリコフ機関車製造工場の管理部も，似たような条件を呈示して攻

撃をかけた。 9月に入ると統一工業中央委員会は同様に「条件」を作成し，

これにもとづいて「労資関係を規制する規則 rrpaBHJIa，peryJIHpylO~HX OT-

HOIlleHHH Me)K江y rrpe~rrpHHHMaTeJI兄MH ， pa60可HMHH CJIy)Ka凹HMHJ案を作

成して労働省にもちこんでいる。これに対し，ベトログラード工場主協会議

長パチマノフ A.A. BaqMaHOBは 9月13日， 統一工業中央委員会の議長メ

シチェルスキー A.TI. Me~epCK凶に書簡を送り r工場の諸条件に全く

無智」なやり方であり r政治的事情を重視」すべきだと批判した町。

労働者統制に敵対する臨時政府の態度は次第に明瞭になってゆく。それは

経済的破局の本質の把握に関連している。ベノレナツキ{は経済評議会におい

て rロシヤの労働者が働こうとしないところからすべての災厄が発生して

いるj，とのベ，生産性低下の責任の%は労働者に，1fsは原燃料の不足にあ
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るとした。プロコポヴィッチもグヴォーズヂェフも， 8月，労働生産性増大の

ために「もっとも決定的な手段」をとる必要がある，とみとめていた。 7月

から，臨時政府は官営工場における労働者統制を終止させるために，ベトロ

グラードの諸工場の工場委員会の統制権の否詔を， 命令 YKa3aHHeの形で

行ないはじめた。 8月22日付および8月28日付でスコベレフの回状が発せら

れた。 8月22日付回状には1"すべての労働者事務員の企業への採用および

解雇権は企業の所有者に属するJ，労働者からサボタージュの疑いをかけら

れた管理部メンバーの解雇は，企業主の同意のある場合をのぞき，工場評議

規程 rrOCTaHOB~eHHe 3aBO~CKoro COBe~aHHH にもとづいてのみなされ

る，違反すると科人は刑法をふくむ法的責任を問われる，等とあった。 8月

28日付回状には，猶予できぬ場合をのぞき，労働時間内に労働者集会や委員

会を召集することを禁止する，企業管理部は労働時間の脱漏に相応した賃

銀控除をなし，時間内の労働者集会を禁止する責任能力をもっ， とあっ

た。また商工省は 8月28日，北上トウリスキー鉱山管区技師プリホジコflpH-

XO~bKO へ特別訓令 HCTpyK~聞を与え，その中に1"私的企業の管理へ

の労働者事務員の如何なる介入もまったく許されないものと考えるJ， 1"科

人は裁判上の責任を問われる」とした。この訓令は9月はじめ全工場監督官

と鉱山管区技師に送付された問。

政府が介入せざるを得ぬ大争議が次々と発生した。政府の政策は労資関係

の安定に充分に効果的であったとはいえない。モスクワの製革工の闘争につ

いてみると， 6月22日，賃上げ， 2週間の年次有給休暇，工場委員会活動への賃

銀補償，採用解雇は労働組合の同意のもと工場委員会によってなされること

などの要求が提出された。工場主協会は要求はもちろん交渉も拒否した。8月

16日ストライキが開始された。8月20日スコベレフが， 8月29日グヴォズヂェ

フが斡旋案を呈示した。スコベレフの案では「採用解雇は管理部によりなさ

れる」とあり，グヴォズヂェフの案では「採用解雇は専ら管理部によりなさ

れる」とあったが， ともに一定期聞を限り事件を労資調停室にもちこむ権利

を労働者委員会に与えたため，労働者側は受諾したのに，工場主協会側が，
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スコベレフ回状と矛盾するとの理由で拒否したのである。 9月13日，ボリシ

ェヴィキの呼びかけで事件は全ロシヤにひろがり， 30市以上から労働者への

支援(募金を含む〉があつまった。 10月16日の組合員全市集会は， 10月18日

までに団体協約が締結されぬときは企業接収 ceKBeCTp にうつると決定，

19日，組合代表者はその件で労兵ソヴェトに交渉はじめた。 17日ころから個

々の企業主で協約を結ぶものが現れ， 10月21日，統一工業中央委員会に指揮

された工場主協会もついに折れ，ストライキは終結し，賃銀25%アップ，ス

トライキ期間の賃銀半額補償 2週間の年次有給休暇，管理部は解雇権をも

つが，即刻工場委員会に通知する義務を負い，労働者側は三級裁判所でこれ

に抗争できる，などの条件で妥結した問。

スコベレフ回状の前日 8月21日，労働省労資関係部は冶金製鉄工業代表

者同盟の要請にこたえて，ハリコフ地方労働コミッサーノレにあて r経験あ

る技術要員を呼びもどすことは非常にのぞましい」から，労働者に追放され

たそれらメンバーをよびもどすために「労資調停室をもうけるなりしてあら

ゆる協力を申し出るよう」指示したが，労働省の力は及ばなかった。ハリコ

フ機関車製造工場において，労働者が工場委員会の採用解雇への統制権とそ

のメンバーへの支出を要求したのに対し，工場側がロックアウトで答えては

じまった争議も，労働者が生産管理を決定し，管理部メンバーを逮捕するに

及んで協定調印となった。採用解雇権は管理部にあるが，工場委員会は問題

を労資調停室に提起する権利をもっ，という妥結内容であった。パクーで

も工場委員会が採用解雇に関与することをめぐって労資の紛争が激化して

いった。グヴォズヂェフがまず現地にとび，つづいてスコベレフ自身が8月

はじめパクーにとぶが 9月27日からはじまるストライキを経て， 10月2日

にはじめて鉱山主側が協定に調印したのであった。協調的な労働省は，一

歩一歩保守的ブルジョアジーに譲歩していたが，労資の矛盾の深化の中に

あって権威をもちえないでいるO 臨時政府が，協調主義的方針のもとに比較

的その統制に成功していた鉄道従業員も生活の崩壊の進展のなかで，各省

連絡評議が国庫の枯渇を理由に要求を拒否するや 9月23日-24日ストライ
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キに入ったのである問。

対立の激化してゆく労資のあいだにはさまって，労働省はよろめいてい

る。 8月22，28日付スコベレフ回状に対して，ベトログラード工場委員会協

議会は9月10日，労働者の集会の権利を制限することは4月23日法違反であ

ると抗議した。統一工業中央委員会が9月はじめからさかんに工場委員会メ

ンバーへの支払停止をよびかけているなかで，労働省は自らの回状に反して

9月22日，工場委員会のメンバーに対して支払うべきであるとの命令 YKa司

3aHHeを下した。また同じく労働省は r労働者委員会のための一般規約

06山目白 yCTaB瓦瓦兄 pa60QHXKOMHTeTaXj を作成して統制する考えもみせ

た。しかし，時すでに4月23日法の規準をもって工場委員会を無害なものに

化そうとする試みの実をむすびうる時期ではなかったであろう。統一工業中

央委員会は 9月22日付命令を無視した。労働省の路線は，メンシェヴイズ

ムとベトログラードの一部にみられる協調的ブルジョアジーとに対する期待

のもとにうち出されているものであろう己防衛特別評議は，中央経済委員会

に支持されて，工場委員会を全面的に否定するのではなくて，これを労働者

代表制としてはみとめつつ管理への介入を防止する考えのもとに， r防衛」の

ためにとくに重要な企業における紛争を規制する秩序にかんする「規則

rrpaBHJIaj 案を作成したりもしている。とはいえ，政府の文官機関への信頼

はブルジョアジーにおいて全般的に低下したものとみてよいであろう O 労働

省は r強制仲裁法案 3aKOHorrpoeKTap伽 Tpa)!{errpH TpyぇOBbIXKOH中川K開

TaXj を作成したが，労働省をはじめとする政府機関にそのような強力な

権限を安心して与えようとするものはなかったので、あろう。法案は法となら

なかった61)0 

労働規律を資本主義的に確立するための諸政策は，次第にむき出しの暴力

へ依存するものに転進して行った。防衛特別評議は7月なかば「国家の防衛

に特に重大な意義をもっ企業における操業の成功を保障するために特別の手

段をとる規則 TIpaBHJIarrpHMeHeHHH OC06bIX Mep， 06eCrreQHBalOlIl，HX ycrre・

IIIHOCTb pa60T Ha rrpe江口pHHTHHX，HMelOlIl，HX oco6o Ba)j(HOe 3HaQeHHe 
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瓦四 060POHbIrocy，lLapCTBa.J案を作成して政府に提出した。これは，各工

場に軍事全権 BoeHHo-yrrOJIHOMOtIeHHbI首を任命し， その全権に操業の継続

と生産性向上を目的として，労働条件に関するあらゆる問題を審査 paCCMOT-

peHHe し，労資の紛争に介入し，企業に有害なメンバーを解雇し，必要と

あれば調停機関や三級裁判所の決定を破棄し，違法行為を行った科人を起訴

し，そのために軍隊と協力する権利と義務を負わせることを予定していた。

適用領域は，さしあたり航空機，弾薬，砲弾，防毒マスクなどの工場にかぎ

るが，次第に拡張しようと構想された。この規則案は7月21白政府に提出さ

れ，中央経済委員会 rJIaBHbI説 3KOHOM別 eCK凶 KOMHTeT にまわされて日

を経たのち 9月になって f実施は望ましくない」との結論になったとは

いえ，南ロシヤのディトマル H.φ.中OH且HTMapのように，一日も早くド

ンパスに適用せよと支持するものもあった。 9月末，防衛特別評議はいまい

ちどあたらしい規則案を作成し，重要な工場に政府の全権を派遣して紛争を

強制的に解決しようと試みている問。

南ロシヤ鉱山主大会評議会は， くりかえし政府に強力な対策を陳情してい

るが 8月2日，以前の警察にかわるものとして，退役した将校からなる警

務コミッサーノレ KOMHccaprro MHJIH~HH を置いてはどうか， と提案した。

7月から 8月一杯かけて，臨時政府の各部局は南ロシヤ鉱山主大会評議会と

の接触のなかで，軍務総督 BoeHHbI訪問HepaJI-ry6epHaTOpの権限をもっコ

ミッサールを配置する考え方に向かうことを余犠なくされて行った。 9月22

日，内務大巨を議長にしてひらかれた南ロシヤ鉱山主と政府との評議におい

て，鉱山主たちはドンパスに「強力な政治権力」を確立し，コサック 18中

隊を配置したいとのベた。エスエル・メンシェヴィキー的傾向のものたち

は1"そのような純機械的方法」で秩序を回復することは，一方において「

民主主義者」の評判をおとすものと考え，抵抗した。しかし 9月25日，中

央経済委員会は臨時政府に対し， ドネツ地帯に臨時政府の特別コミッサール

を派遣し，これに「武装力を適用する非常全権Jと防衛特別評議議長の権限

とを与えるようにとすすめた。 9月末，政府はドンパスにコサック中隊を配
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置することを許した。かくて全ドンパスはコルニロフ主義者のカレーヂン

KaJJe江HH将軍が制圧するところとなった。 10月13日，臨時政府はドンパス

に「秩序の再建J， i操業の継続」および「生産性向上」のために特別全権

コミッサーノレ oco6o-yrrOJJHOMOl!eHHbIHKOMHCCapを派遣する規程を制定し

た。これはツアー時代の総督の再現であった。コミッサーノレに任命されたの

は社会主義者といわれた商工次官のオルロフ A.C. OpJJOBであったが，こ

れは大勢をかえうるものではない町。

労働省は細々と仕事をつづけている。しかしそれらの仕事が歴史の表面に

あらわれにくい条件となってきていた。失業保険法案は，拠出労資折半であ

ったが，今日は保険料「支払不能であり時期に適さぬ」と，資本家の側から

の反対にあった。 9月，社会保険を官営企業や鉄道に拡大適用する法案準備

のための各省連絡評議がつくられることになったが，具体的な作業にまでは

進まなかった。その他，先にふれた「強制仲裁法案」とともに，企業内の秩

序を定める内規を決定L.，労働者の採用解雇を決定する企業主の「不可侵」

の権利をみとめる「労働契約法 3aKOH 0 Tpy江OBOMえorOBopeJ 案もあっ

たが， 日のめをみなかった。ただ，新社会保険法にもとづいて保険問題評議

会および同審議会 rrpHcyTcTBHeを改組する10月11日付の附則 HOBeJJJJa と

維産婦の母性保護に関する10月17日付の附則のみがあらたに制定された。そ

の一方においては，モスクワ労兵評議会が10月19日付で争議を労働者のため

に強制解決することについての規程を作り，労働組合に対してこれを事後承

諾制で実施するように，反対する資本家は逮捕するようにと指令しており，

これに対しモスクワ軍管区司令部 KOMaH瓦pOBaHHeは最高司令部にあてて，

「秩序を維持するため」軍を派遣してほしいと要請しているのである叫。

W 

小括してみよう。 2月革命は専制を崩壊させ， ロシヤのプノレジョアジーとプ

ロレタリアートに空前の行動の自由を与えた。労資の力関係は変化し， 1905 

年の革命以来一貫して労働者との交渉と協定を拒否し，なかんずく労働日の
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長さの制限と最低賃銀設定とを拒否してきたブルジョアジーの態度は，一部

変更を余儀なくされ，ベトログラードにおける 3月10日協定となった。 8時

間労働日制はこの協定の中でうたわれたし，最低賃銀協定もこの協定にもと

づくその後の交渉の中にあらわれた。すでに1916年，軍事工業委員会のなか

で1903年工場総代制法の利用および労資調整機関の設立の方針をうち出して

いたコノヴァロフらのグループは，臨時政府の中枢部に入札労働運動の波

にもまれて動揺しつつも，法定8時間労働日制や最低賃銀法制の確立は棚上

げとし，商工省労働部附属特別労働委員会の中に労働者代表を吸収し，労働

者が自発的に組織した工場委員会を1903年法の精神を維持した1917年4月23

日付労働者委員会法をもって規制し，かつあたらしい調整機闘を組織して労

資の矛盾を弱らげようと活動したので、あった。とくにこの際注目すべきは，

臨時政府の政策は意欲的であったとはいえ，労働保護部門はツアーリズムと

国会とによってすでに作り上げられているというミリュコーフ MHJIIOKOB

の発言明にもみられるように， ツアーリ法制の破棄によってではなく，その

漸次的修正によってこれをなそうとしていた点である。

労働者は実力で労働条件の改善にすすみ，さらに生産管理にまですすみつ

つあった。臨時政府の第二次内閣以来，メンシェヴィキーも閣僚に入り，労

働政策の民主主義化が進むかにみえたが，ベトログラード以外のブルジョア

ジー，とくにモスクワ，ウラ/レ，南ロシヤのブルジョアジーは協調的路線に

強く反対した。 3月10日付協定を全国に拡大して労資関係を安定させること

すら実現しえなかった。メンジェヴイズムと，それを対手とするブノレジョア

ジーの労務管理とが未発達であったので，これを一挙に国家的規模の社会的

形式たらしむるには困難が大きすぎたのであろう。大戦への参加に直接的に

由来する経済的破局のなかで，労働者の生活は崩壊する一方，ブルジョアジ

ーにも妥協への余地が狭められていたと考えられる。半農奴制的ウラ/レ，アメ

リカ的なむき出しの労務管理のおこなわれた南ロシヤ，国庫への寄生の少な

い平和産業が多いモスクワなどで，労働者と資本家との矛盾はとりわけ激他什 I

した。 1労働者統制」の思想と， コノレニロフ的武力鎮圧の思想とが対決する
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ことになってゆく。 r労働者統制」への原則的反対の立場に立つ臨時政府

は，メンシェヴィキー的労働省もその点では例外とすることなく，協調主義

的立場から鎮圧主義的立場へと移行して行った。労資の矛盾は，臨時政府の

とった改良主義的ないくつかの諸政策の効果があらわれるいとまもなく，急

速に爆発へと向かつて行った。
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